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平成 27 年２月 12 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 エ ナ リ ス 

代 表 者 名 代表取締役社長 村 上 憲 郎 

（コード番号：６０７９ 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 執行役員 

経営管理部長 
畑     直 史  

        （TEL. 03-5284-8326） 

 

 

特別損失の計上および業績予想との差異に関するお知らせ 

 

当社は、平成26年12月期（平成26年１月１日～平成26年12月31日）決算において、特別損

失を計上することとなりましたので、お知らせいたします。 

また、平成26年12月12日付「業績予想の修正および特別損失の計上に関するお知らせ」に

おいて公表いたしました通期の連結業績予想と実績値に差異が生じましたので、併せてお知

らせいたします。 

 

記 

 

１．特別損失の発生およびその内容 

平成 26 年 12 月期通期連結決算（以下「本決算」といいます。）において新たに計上すること

になった特別損失は以下のとおりです。 

（１）減損損失 

当社の北茨城バイオディーゼル発電所は、平成27年度の発電開始となりますが、一部の発電

機を予備用へ用途変更したため、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき減損損失178百

万円を特別損失として計上いたしました。 

また、子会社の日本エネルギー建設において、事業収益性の低下により、事務所設備等の減

損損失６百万円を特別損失として計上いたしました。 

（２）投資有価証券評価損 

 子会社の日本エネルギー建設が保有する投資有価証券の減損処理により、投資有価証券評

価損として70百万円を計上することといたしました。 

（３）事業整理損失 

当社は、事業見直しの一貫として、研究開発の一部中止を行ったほか、電源開発事業におけ

る案件の見直しを行いました。その結果、事業整理損として70百万円を特別損失に計上いた

しました。 
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（４）決算訂正関連損失 

平成26年11月20日付「第三者調査委員会の設置に関するお知らせ」および平成26年12月19

日付「第三者調査委員会からの追加報告書の受領および再発防止策に関するお知らせ」にお

いて公表いたしましたとおり、当社は、過年度の不適切な会計処理に関する調査を実施いた

しました。今般、かかる調査費用および決算訂正にかかる監査報酬等に要した費用を訂正関

連損失として87百万円を特別損失に計上いたしました。 

（５）上場契約違約金支払損失 

平成 27 年１月 28 日付「特設注意市場銘柄の指定および上場契約違約金の徴求についてのお

知らせ」において公表いたしましたとおり、当社が平成 27 年１月 29 日付にて株式会社東京証

券取引所より上場契約違約金の徴求を受けたことに伴い、上場契約違約金支払損失 24 百万円を

特別損失として計上いたしました。 

 

２．平成 26 年 12 月期通期連結業績予想数値と実績値の差異（平成 26 年１月１日～平成 26 年 12 月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり

当期純利益 

（円） 

前回発表予想（Ａ） 34,900 10 0 △2,150 △44.63 

今回実績値（Ｂ） 32,035 △861 △927 △3,083 △66.89 

増減額（Ｂ－Ａ） △2,864 △871 △927 △933  

増減率（％） △8.2 － － －  

(ご参考) 

(平成 25 年 12 月期) 
8,654 514 455 104 2.69 

 

３．差異が生じた理由 

業績予想公表後、電力卸取引および電力代理購入サービス事業等の売上は伸長したものの、

当社電源開発事業における複数の太陽光発電所の売却案件について、引渡しが翌期にずれ込む

等の影響により、売上高は業績予想と比較して2,864百万円の減少となりました。 

上記の影響に加えて、ＨＥＭＳ(※1)製品の在庫評価見直しや子会社の日本エネルギー建設

の案件評価損計上等により、売上原価が増加したことによって売上総利益が前回業績予想と比

較して647百万円の減少となりました。 

また、ＨＥＭＳの開発費用、および北茨城発電所におけるディーゼル発電機等にかかる修繕

費、および子会社の日本エネルギー建設における業務委託料等の費用計上に伴い、販売費及び

一般管理費が前回業績予想と比較して224百万円の増加となり、その結果、営業利益は871百万

円減少し、861百万円の営業損失となりました。 

以上の要因に加え、上記１．記載のとおり、新たに特別損失を計上したことや、特別利益と
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して太陽光発電設備売却等利益185百万円を計上すること等により、当期純利益は前回業績予

想と比較して933百万円減少したため、平成26年12月12日公表の通期連結業績予想を下回る結

果となりました。 

今後、当社は全社一丸となって、企業の継続的・安定的発展に配慮した経営方針に方向転換

し、信頼回復に誠心誠意努めてまいりますので、何卒ご理解、ご支援を賜りますようお願い申

し上げます。 

 

  

※1 HEMS：Home Energy Management Systemの略。一般家庭のエネルギーを管理するシステム 

※2 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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